
（平成２２年８月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認三重地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

三重厚生年金 事案 1154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、昭

和 38年 10月は３万 6,000円に訂正することが必要である。 

また、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、当該期間のう

ち、昭和 50 年 10 月から 51 年７月までは 16万円、同年９月は 17 万円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 10月から 39 年９月まで 

             ② 昭和 50年 10月から 51年９月まで 

             ③ 昭和 52年 10月から 53年９月まで 

             ④ 昭和 55年 10月から 57年９月まで 

   ねんきん定期便に記録されている標準報酬月額と私が所持している給与

支払明細書における報酬月額が相違しているので、申立期間について、標

準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、昭和 38 年 10 月について、また、申立期間②のうち、

50 年 10 月から 51 年７月まで及び同年９月については、申立人から提出され

た給与支払明細書から、申立人が主張するとおり、報酬月額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額であることが確認でき

る。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉徴収していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることであるこ



                      

  

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①の標準報酬月額については、当該期間のうち、昭

和 38 年 10 月は３万 6,000 円に、申立期間②の標準報酬月額については、当

該期間のうち、50 年 10 月から 51 年７月までは 16 万円、同年９月は 17 万円

に訂正することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は不

明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、昭和 38 年 11 月から 39 年９月までの標準報酬月

額については、申立人から提出された給与支払明細書の厚生年金保険料控除

額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が一致しているこ

とが確認できる。 

また、申立期間②のうち、昭和 51 年８月の標準報酬月額については、給与

支払明細書の厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記

録における標準報酬月額よりも低額であることが確認できる。 

さらに、申立期間③及び④のうち、昭和 53 年７月から同年９月まで及び

55 年 10 月の標準報酬月額については、給与支払明細書の厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額よりも

低額であるほか、52 年 10 月から 53 年６月まで及び 55 年 11 月から 57 年９

月までの標準報酬月額については、当該給与支払明細書の厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が一致している

ことが確認できる。 

このほか、申立期間①のうち、昭和 38 年 11月から 39 年９月まで、申立期

間②のうち、51 年８月、申立期間③及び④については、申立人が主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1155 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年３月 27日から 41 年６月 26日まで 

Ａ社で働いていた期間について、脱退手当金が支給されたことになって

いるが、私は脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間について厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約１年６か月後の昭和 42 年 12 月１日に支給決定されたこととなって

いるほか、Ａ社の厚生年金保険被保険者原票の健康保険整理番号が申立人の

前後である女性 58 人について脱退手当金の支給記録を調査したところ、当該

脱退手当金の受給資格を満たしている 48 名のうち、脱退手当金の支給記録が

ある者は申立人含め８名と少なく、事業主が申立人の委任を受けて代理請求

したとは考え難い。 

また、申立人は、脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期には、

既に共済組合に加入しており、脱退手当金を請求する動機が判然としない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1156 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 39 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否については、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年７月１日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）の回答では、申立期間に係る厚生年金保険の被

保険者記録が確認できないとのことであったが、昭和 39 年３月にＡ社本社

に入社して、同年７月ごろに同社Ｃ支店へ異動、その後、40 年６月に退職

するまで継続して勤務していたので、申立期間について、厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の社告の写しから判断すると、申立人が申立期

間において、同社に継続して勤務（昭和 39 年７月ごろに同社本社から同社Ｃ

支店に異動）していたことが確認できる。 

また、申立期間当時にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動している同僚は、

「Ｃ支店に転勤した時に厚生年金保険料は控除されていたはずだ。」と供述

しており、オンライン記録によると、厚生年金保険被保険者記録が継続して

いることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、当該社告において確認できる日付は昭和 39 年６月 30 日であるが、

Ｂ社に照会したところ、「社告の日付は、異動の発令日ではなく社告が出さ

れた日付であると思われ、実際の異動発令日は社告の日付の翌日又はそれに



                      

 

  

近い日であったと思われる。」との回答があった上、オンライン記録では、

当該社告において申立人と一緒に掲載されている同僚４人のうち３人が同年

７月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できること

から、Ａ社Ｃ支店における厚生年金保険被保険者の資格取得日を同年７月１

日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店に係る昭

和 39 年 10 月の社会保険事務所の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、確認できる資料が無いため不明としており、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

三重厚生年金 事案 1157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月２日から 43 年５月 16日まで 

昭和 30 年 11 月 17 日にＡ社に入社し、40 年４月から 41 年４月までの１

年間は大学校に入学したため休職したが、同年以降は 62 年４月までＢ社

（現在は、Ｃ社）に継続して勤務していたにもかかわらず、42 年 12 月２

日から 43 年５月 16 日までの期間が年金未加入となっており納得できない。

５か月間だけ年金記録が抜けるのはおかしいので、申立期間について、船

員保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、Ｃ社から提出された申立人に係る船員保険被保険者票

によれば、申立人は依願休職により昭和 42 年 12 月２日に船員保険被保険者

資格を喪失し、復職により 43 年５月 16 日に新たな被保険者証記号番号で船

員保険被保険者資格を取得していることが確認できる上、同票に記載された

申立人の船員保険加入期間の記録は、Ｂ社の船員保険被保険者名簿及びオン

ラインの記録と一致している。 

また、申立人は、申立期間当時に乗船していた船名及び同僚の氏名を記憶

していないため、申立期間に係るＢ社の船員保険被保険者名簿から、船員保

険被保険者となっている複数の同僚に照会したものの、申立人の船員保険の

適用及び船員保険料の控除の状況について確認できる供述等を得ることはで

きなかった。 

さらに、Ｂ社の船員保険被保険者名簿には、申立期間について被保険者証

記号番号に欠番は無く、申立人の氏名も無いことから、申立人の記録が欠落

したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 1158 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月ごろから平成８年４月１日まで 

私がＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 62 年４月ごろから平成８

年４月１日までの期間において、厚生年金保険被保険者記録が無いことが

わかった。毎月、給料から社会保険料が控除されていたことを覚えている

ため、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、Ａ社における複数の同僚（申立人が記憶している同僚

を含む。）の供述から、勤務時期は特定できないものの、申立人が同社に勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、上記同僚のうち、当時の経理担当者だった同僚は、「申立

人はアルバイトで入社し、10 年ほど勤務していたが、勤務日数が不足してい

たため社会保険には加入していなかった。」と供述していることから、Ａ社

は申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者資格を取得させていな

かったことがうかがえる。 

また、申立人の申立期間に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年

金保険料の控除の状況について、Ｂ社に照会したところ、不明であるとの回

答があり、これらを確認できる関連資料や供述等を得ることはできなかった。 

さらに、申立人は、申立期間において国民年金に加入し、一部未納期間は

あるものの申請免除期間となっている上、国民健康保険に加入していること

が確認できる。 

加えて、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録によると、平成８年４

月１日資格取得、９年３月３日離職となっており、申立期間に係る加入記録



                      

  

は無い上、オンライン記録の厚生年金保険被保険者期間と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1159 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 22 年５月 10日まで 

Ａ社で働いていた期間について、脱退手当金が支給されたことになって

いるが、私は脱退手当金という制度も知らなかったのだから、支給されて

いない。申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が

記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは

無く、申立人の厚生年金保険被保険者台帳の保険給付欄に脱退手当金が支給

されたことが記載されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の厚生年金保険記号番号は申立

期間と申立期間後は同一事業所にもかかわらず別の番号となっており、脱退

手当金を受給したために番号が異なっていると考えるのが自然である。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 1160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月 26日から 45 年９月 11日まで 

私は、昭和 44 年８月 26 日から 45 年９月 11 日までＡ社でオペレーター

として勤務していたが、厚生年金保険被保険者記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が記憶する同僚の供述により、勤務時期は特定

できないものの、申立人がＡ社で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該同僚４人のうち、３人はＡ社における厚生年金保険の

記録が確認できない上、同社において申立期間に厚生年金保険被保険者であ

った同僚に照会したところ、申立人の勤務期間及び厚生年金保険被保険者資

格の取得状況等について供述を得ることはできなかった。 

また、申立期間当時にＡ社の社会保険の手続を行っていた社会保険労務士

から「当事務所が保管している被保険者台帳を確認したが、申立人の氏名は

無い。」との回答があった。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間につい

て申立人の原票は無く、健康保険整理番号にも欠番が無いことから、申立人

の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は無い上、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 1161 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として、船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月２日から同年７月２日まで 

 私は、昭和 46 年４月２日Ａ社に入社したが、船員保険の被保険者記録は

同年７月２日資格取得となっており、３か月の空白期間がある。退職所得

の源泉徴収票にも就職日は 46 年４月２日と記載があり、給与から船員保険

料を控除されていたはずであるから、申立期間を船員保険被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間について、申立人から提出されたＡ社発行の昭和 59 年分退職所得

の源泉徴収票及び同社から提出された資料により申立人が昭和 46 年４月２日

に入社したことが確認できる。 

しかしながら、申立人と同日（昭和 46 年７月２日）に船員保険被保険者資

格を取得した複数の同僚に照会したところ、「同期は全員、４月入社となる

が、船員保険の加入は乗船した時から加入となるため、待機期間後、乗船す

る時期によって船員保険の記録は異なる。」との回答があったことから、Ａ

社においては、必ずしも入社と同時に船員保険の被保険者資格を取得させて

いなかったことがうかがえる。 

また、Ａ社から提出された船員保険被保険者名簿には、昭和 46 年７月２日

資格取得、59 年 12 月９日資格喪失と記載されており、これはオンライン記

録と一致している。 

さらに、Ａ社の船員保険被保険者名簿には、申立期間について申立人の氏

名は無く、欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 1162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 23 年３月 27日まで 

    社会保険事務所（当時）に期間照会したところ、申立期間の事業所の期

間については脱退手当金支給済みのため年金額の計算には算入できないと

回答されたが、脱退手当金は受給していないので、申立期間について、厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

健康保険整理番号が申立人の前後である女性のうち、脱退手当金の受給資格

があり申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 23 年３月 27 日

の前後４年以内に資格喪失した者５人の脱退手当金の支給記録を確認したと

ころ、３人（申立人を含む。）について資格喪失日から２か月以内に脱退手

当金の支給決定が行われている上、同事業所に照会したところ、「当時、退

職者に対し脱退手当金の説明を行い、再就職の予定が無い人には脱退手当金

を請求するよう指導し、請求手続は行っていた。」との回答があったほか、

当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についてもそ

の委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えら

れる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金

は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約２か月後の昭和 23 年５月８日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1163 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年１月 10日から 39年１月 10日まで 

             ② 昭和 39年１月 11日から 41年１月 10日まで 

私は申立期間①において、Ａ社で勤務し、申立期間②において、Ｂ社か

らＣ県の工事現場で勤務し、いずれも溶接の仕事をしていた。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社において厚生年金保険被保険者であった複数の

同僚の供述から、勤務時期は特定できないものの、申立人が同社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、当該同僚に照会したところ、申立人の勤務期間及び厚生年

金保険被保険者資格の取得状況等について供述を得ることはできなかった。 

また、商業登記簿謄本によると、Ａ社は昭和 33 年７月 31 日に解散してい

る上、当時の代表取締役に照会を試みたものの、連絡が取れないため、申立

人の申立期間①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の

控除の状況について関係資料や供述を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間①につ

いて申立人の氏名は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人

の記録が欠落したものとは考え難い。 

申立期間②について、Ｂ社において厚生年金保険被保険者であった複数の

同僚に照会したものの、いずれも申立人のことを記憶しておらず、申立人の

勤務実態及び厚生年金保険被保険者資格の取得状況等について供述を得るこ



                      

  

とはできなかった。 

また、申立人の申立期間②に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生

年金保険料の控除の状況についてＢ社に照会したところ、当時の資料は残っ

ていないため不明であるとの回答があり、これらを確認できる関連資料や供

述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人は申立期間②のうち、昭和 39 年４月１日から 40 年２月 10

日まで国民年金被保険者であり、39 年４月から 40 年１月分までの保険料に

ついては納付済みである上、Ｄ社に係る厚生年金保険被保険者資格を 40 年２

月 10日に取得、44年２月７日に喪失していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1164 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年１月から 34年３月まで 

私は、昭和 31 年１月から 34 年３月までＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場に

継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人のＡ社の業務内容に関する供述と、申立期間当

時において同社の厚生年金保険被保険者であった同僚の供述が一部一致する

ことから、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人が記憶する同僚は他界、又は連絡先不明である上、

Ａ社Ｃ工場において厚生年金保険被保険者であった複数の同僚に照会したも

のの、いずれも申立人のことを記憶しておらず、申立人の勤務実態及び厚生

年金保険被保険者資格の取得状況等についての供述を得ることはできなかっ

た。 

また、上記同僚の中には、「入社してから２年間は臨時工であり、その後

正社員となり厚生年金保険に加入した。」と供述している者がいることから、

当該事業所においては、必ずしも入社と同時に厚生年金保険の被保険者資格

を取得させていなかったことがうかがえる。 

さらに、申立期間について、申立人の勤務実態、厚生年金保険の適用及び

厚生年金保険料の控除の状況についてＢ社Ｃ工場に照会したところ、「社員

であれば労働者名簿があり資格取得等を行っているが、申立人は労働者名簿

に記録が無いため、期間工等で勤務されていたと思われる。期間工は当時、

資格取得の手続は行っていないため、申立人の手続も行っていないと思われ

る。また、労働者名簿以外に健康保険の加入記録でも確認したが申立人の記



                      

 

  

録は無かった。当時は、期間工が多くいたが、社員以外は厚生年金保険に加

入させておらず、保険料を控除していなかった。」との回答があった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


